
市町村職員の退職手当に関する条例施行規則の一部を改正する規則  新旧対照表 
新 旧 

（条例第７条の４第１項に規定する休職月等） 
第４条の４ 条例第７条の４第１項に規定する管理者が規則で定める休職

月等は、次の各号に掲げる休職月等の区分に応じ、当該各号に定める休職

月等とする。 
(1)・(2) （略） 
(3) 高齢者部分休業のあつた休職月等 退職した者が属していた職員の

区分が同一の休職月等がある休職月等にあつては職員の区分が同一の

休職月等ごとにそれぞれその最初の休職月等から順次に数えて高齢者

部分休業により勤務しなかつた時間の合計を２３２．５時間ごとに１月

に換算した月数（当該換算した月数に１月未満の端数があるときは、こ

れを切り上げた月数）の２分の１に相当する数（当該相当する数に１未

満の端数があるときは、これを切り上げた数）になるまでにある休職月

等、退職した者が属していた職員の区分が同一の休職月等がない休職月

等にあつては当該休職月等 
(4) （略） 
（高齢者部分休業時間の月数への換算） 

第４条の８ 条例第８条第４項に規定する高齢者部分休業の期間について

規則で定める月数とは、退職した者が在職期間中に高齢者部分休業により

勤務しなかつた時間の合計を２３２．５時間ごとに１月に換算した月数

（当該換算した月数に１月未満の端数があるときは、これを切り上げた月

数）とする。 
（就業促進手当等に相当する退職手当の支給手続） 

第６条の６ 受給資格者又は条例第１１条第１５項に規定する者は、同条第

（条例第７条の４第１項に規定する休職月等） 
第４条の４ 条例第７条の４第１項に規定する管理者が規則で定める休職

月等は、次の各号に掲げる休職月等の区分に応じ、当該各号に定める休職

月等とする。 
(1)・(2) （略） 
(3) 高齢者部分休業のあつた休職月等 退職した者が属していた職員の

区分が同一の休職月等がある休職月等にあつては職員の区分が同一の

休職月等ごとにそれぞれその最初の休職月等から順次に数えて高齢者

部分休業により勤務しなかつた時間の合計を２４０時間 ごとに１月

に換算した月数（当該換算した月数に１月未満の端数があるときは、こ

れを切り上げた月数）の２分の１に相当する数（当該相当する数に１未

満の端数があるときは、これを切り上げた数）になるまでにある休職月

等、退職した者が属していた職員の区分が同一の休職月等がない休職月

等にあつては当該休職月等 
(4) （略） 
（高齢者部分休業時間の月数への換算） 

第４条の８ 条例第８条第４項に規定する高齢者部分休業の期間について

規則で定める月数とは、退職した者が在職期間中に高齢者部分休業により

勤務しなかつた時間の合計を２４０時間  ごとに１月に換算した月数

（当該換算した月数に１月未満の端数があるときは、これを切り上げた月

数）とする。 
（就業促進手当等に相当する退職手当の支給手続） 

第６条の６ 受給資格者又は条例第１１条第１５項に規定する者は、同条第



新 旧 
１１項第４号から第６号までの規定による退職手当の支給を受けようと

するときは、同項第４号の規定による退職手当のうち雇用保険法第５６条

の３第１項第１号                            

                                   
                 に該当する者に係る就業促進手当（雇

用保険法施行規則第８３条の４に規定する就業促進定着手当（以下「就業

促進定着手当」という。）を除く。以下「再就職手当」という。）に相当す

る退職手当にあつては再就職手当に相当する退職手当支給申請書（第２２

号様式）に、同号 に該当する者に係る就業促進手当（就業促進定着手当

に限る。）に相当する退職手当にあつては就業促進定着手当に相当する退

職手当支給申請書（第２２号の２様式）に、同項第２号に該当する者に係

る就業促進手当（以下「常用就職支度手当」という。）に相当する退職手

当にあつては常用就職支度手当に相当する退職手当支給申請書（第２２号

の３様式）に、条例第１１条第１１項第５号の規定による退職手当にあつ

ては移転費に相当する退職手当支給申請書（第２２号の４様式）に、同項

第６号の規定による退職手当のうち雇用保険法第５９条第１項第１号に

該当する行為をする者に係る求職活動支援費に相当する退職手当にあつ

ては求職活動支援費（広域求職活動費）に相当する退職手当支給申請書（第

２２号の５様式）に、同項第２号に該当する行為をする者に係る求職活動

支援費に相当する退職手当にあつては求職活動支援費（短期訓練受講費）

に相当する退職手当支給申請書（第２２号の６様式）に、同項第３号に該

当する行為をする者に係る求職活動支援費に相当する退職手当にあつて

は求職活動支援費（求職活動関係役務利用費）に相当する退職手当支給申

請書（第２２号の７様式）にそれぞれ受給資格証、高年齢受給資格証又は

１１項第４号から第６号までの規定による退職手当の支給を受けようと

するときは、同項第４号の規定による退職手当のうち雇用保険法第５６条

の３第１項第１号イに該当する者に係る就業促進手当（以下「就業手当」

という。）に相当する退職手当にあつては就業手当に相当する退職手当支

給申請書（第２１号様式）に、同号ロに該当する者に係る就業促進手当（雇

用保険法施行規則第８３条の４に規定する就業促進定着手当（以下「就業

促進定着手当」という。）を除く。以下「再就職手当」という。）に相当す

る退職手当にあつては再就職手当に相当する退職手当支給申請書（第２２

号様式）に、同号ロに該当する者に係る就業促進手当（就業促進定着手当

に限る。）に相当する退職手当にあつては就業促進定着手当に相当する退

職手当支給申請書（第２２号の２様式）に、同項第２号に該当する者に係

る就業促進手当（以下「常用就職支度手当」という。）に相当する退職手

当にあつては常用就職支度手当に相当する退職手当支給申請書（第２２号

の３様式）に、条例第１１条第１１項第５号の規定による退職手当にあつ

ては移転費に相当する退職手当支給申請書（第２２号の４様式）に、同項

第６号の規定による退職手当のうち雇用保険法第５９条第１項第１号に

該当する行為をする者に係る求職活動支援費に相当する退職手当にあつ

ては求職活動支援費（広域求職活動費）に相当する退職手当支給申請書（第

２２号の５様式）に、同項第２号に該当する行為をする者に係る求職活動

支援費に相当する退職手当にあつては求職活動支援費（短期訓練受講費）

に相当する退職手当支給申請書（第２２号の６様式）に、同項第３号に該

当する行為をする者に係る求職活動支援費に相当する退職手当にあつて

は求職活動支援費（求職活動関係役務利用費）に相当する退職手当支給申

請書（第２２号の７様式）にそれぞれ受給資格証、高年齢受給資格証又は
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特例受給資格証を添えて管理者に提出しなければならない。ただし、受給

資格証、高年齢受給資格証又は特例受給資格証を提出することができない

ことについて正当な理由があるときは、これを添えないことができる。 
２ （略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

特例受給資格証を添えて管理者に提出しなければならない。ただし、受給

資格証、高年齢受給資格証又は特例受給資格証を提出することができない

ことについて正当な理由があるときは、これを添えないことができる。 
２ （略） 
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第２１号様式 削除 
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新 旧 
附 則 

 （施行期日） 
１ この規則は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める

日から施行する。 
(1) 第４条の４及び第４条の８の改正規定 公布の日 
(2)  第６条の６、第２１号様式、第２２号様式、第２２号の２様式及び

第２２号の３様式の改正規定 令和７年４月１日 
(3) 第２３号様式の改正規定 令和７年３月１日 
(4) 前３号に掲げる規定以外の規定 令和７年６月１日 
（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に提出されているこの規則による改正前の市町

村職員の退職手当に関する条例施行規則（以下「改正前の規則」という。）

第２２号様式、第２２号の２様式又は第２２号の３様式による申請書は、

改正後の第２２号様式、第２２号の２様式又は第２２号の３様式による申

請書とみなす。 
３ この規則の施行の際現に提出されている改正前の規則第２６号様式、第

２７号様式又は第２８号様式による処分書は、改正後の第２６号様式、第

２７号様式又は第２８号様式による処分書とみなす。 
４ この規則の施行の際現に作成されている改正前の規則に定める様式に

よる用紙は、所要の調整をして使用することができる。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 


